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（5） 

 まえがき  

この規格は，一般社団法人日本溶接協会（以下，協会という。）の定款及び諸規定に基づいて規格案が

作成され，パブリックコメント公募を経て規格委員会の審議及び理事会によって承認された日本溶接協会

規格（WES）である。これによって，WES 1108:2016 は改正され，この規格に置き換えられた。 

当協会は，この規格に関する説明責任を有するが，この規格に基づいて使用又は保有したことから生じ

るあらゆる経済的損害，損失を含め，一切の間接的，付随的，また結果的損失，損害についての責任は負

わない。また，この規格に関連して主張される特許権及び著作権等の知的財産権の有効性を判断する責任

も，それらの利用によって生じた知的財産権の侵害に係る損害賠償請求に応じる責任ももたない。そうし

た責任は，全てこの規格の利用者にある。 

この規格の内容の一部又は全部を他書に転載する場合には，当協会の許諾を得るか，又はこの規格から

の転載であることを明示のこと。このような処置がとられないと，著作権及び出版権の侵害となり得る。 
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WES 1108：2025 

日 本 溶 接 協 会 規 格 

亀裂先端開口変位（CTOD）試験方法 

Standard test method for 

Crack-Tip Opening Displacement (CTOD) 

fracture toughness measurement 

 
序文 

1995 年に発行された初版では BS 7448 Part 1 と同様の幾何学的な塑性ヒンジモデルに基づく CTOD 算

定式を用いていたが，評価精度の向上を図るべく CTOD 算定式に材料の加工硬化特性を考慮し，2016 年に

規格の改正を行った。さらに語句・表記の修正のために 2025 年に規格改正を行った。 

1 適用範囲 

この規格は，亀裂先端開口変位（CTOD）を用いて金属材料の破壊じん性を評価する破壊力学試験法を

規定する。 

この試験方法は，金属材料に対して疲労予亀裂試験片を用いて不安定破壊が開始する破壊じん性を決定

するために用いられる。材料と試験温度によって，不安定破壊は疲労予亀裂先端から直接生じる場合と疲

労予亀裂先端から安定進展する延性亀裂先端から生じる場合との，二つの場合がある。この規格では，延

性亀裂の進展開始については評価の対象としない。 

この試験方法で用いる限界 CTOD の算定式は，材料の降伏比 RY = 0.6～0.98，試験片厚さ B = 10 mm～

200 mm の範囲で適用可能である。 

この試験方法によって求められる不安定破壊開始時の CTOD（限界 CTOD のうちc 又はu）は，WES 

2805 などの構造要素の破壊安全評価，又は材料選定のための材料評価などに用いることができる。 

この試験方法によって求められる限界 CTOD の値は，金属材料の破壊挙動を特徴付ける指標であるが，

溶接部のような巨視的に見ても不均質な材料の取扱いについては，WES 1109 に記述されている。 

高延性・高じん性な材料では，多くの場合不安定破壊に至らず，最高荷重時の CTOD のみが評価される

ようになるが，この限界 CTOD（m）は不安定破壊に対するじん性指標とはならない。 

2 引用規格 

次に掲げる引用規格は，この規格に引用されることによって，その一部又は全部がこの規格の要求事項

を構成している。これらの引用規格は，その最新版（追補を含む。）を適用する。 

JIS B 7728 一軸試験機の検証に使用する力計の校正方法 

JIS G 0202 鉄鋼用語（試験） 

ISO 12135，Metallic materials — Unified method of test for the determination of quasistatic fracture toughness 
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WES 1109，溶接継手の CTOD 試験方法 

WES 2805，溶接継手のぜい性破壊発生及び疲労亀裂進展に対する欠陥の評価方法 

ASTM E1820，Standard Test Method for Measurement of Fracture Toughness 

3 用語及び定義 

この規格で用いる主な用語及び定義は，次によるほか， JIS G 0202 による。また，この規格で用いる記

号及びその意味は，表 1 による。 

3.1 

CTOD，（Crack Tip Opening Displacement） 

荷重負荷に伴う初期亀裂（疲労予亀裂）先端での開口変位 

3.2 

応力拡大係数，K（Stress intensity factor） 

線形弾性体における亀裂先端近傍の応力・ひずみ場の強さを表現できる破壊力学パラメータ 

3.3 

安定破壊（Stable fracture） 

試験片に生じる破壊が外力仕事増分に対して進行する破壊 

3.4 

不安定破壊（Unstable fracture） 

試験片に生じる破壊が新たな外力仕事増分がない状況において進行する破壊 

注釈 1 微視的にはへき開破壊又は粒界破壊の他，高強度鋼や高力非鉄金属ではディンプル破面を伴っ

た微小空洞合体型破壊である場合もある。 

3.5 

延性亀裂（Ductile crack） 

比較的大きな塑性変形を伴って生じる亀裂 

注釈 1 多くの金属材料では微視的にはディンプル破面を伴った微小空洞合体型破壊である。 

3.6 

ぜい性破壊（Brittle fracture） 

ほとんど塑性変形を伴わずに生じる破壊 

注釈 1 微視的には，へき開破壊又は粒界破壊であることが多い。 

3.7 

限界 CTOD，c，u及びm（Critical CTOD） 

亀裂先端から不安定破壊を開始した時点又は最大荷重到達時の疲労予亀裂先端での開口変位 

注釈 1 cは，疲労予亀裂先端から安定進展した亀裂長さ増分a が 0.2 mm 未満において不安定

破壊（又はポップイン）を開始した場合の CTOD。 

注釈 2 uは，疲労予亀裂先端から亀裂長さ増分a が 0.2 mm 以上安定進展した後に，不安定破

壊（又はポップイン）を開始した場合の CTOD。 
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注釈 3 mは，不安定破壊を生じることなく，最大荷重到達後，荷重減少した場合の最大荷重到達時の

CTOD。 

3.8 

ポップイン（Pop-in） 

荷重－クリップゲージ開口変位関係に現れる不連続点 

3.9 

セパレーション（Separation） 

板面に平行に分離する亀裂 

3.10 

機械切欠き（Machine notch） 

試験片加工時に初期亀裂位置に切削又はその他の方法により導入する切欠き 

3.11 

疲労予亀裂（Fatigue pre-crack） 

繰返し（疲労）荷重により，機械切欠き先端に導入した亀裂 

3.12 

初期亀裂長さ，a0（Initial crack length） 

箇条 6 の試験を実施する前に試験片に導入する亀裂の長さ 

注釈 1 機械切欠き長さと疲労予亀裂長さとの合計寸法。 

3.13 

クリップゲージ（Clip gauge） 

亀裂口に取り付け開口変位を計測する変位計測器 

3.14 

ナイフエッジ（Knife edge） 

クリップゲージを取り付けるための受け具 

3.15 

亀裂長さ増分，a（Crack extension） 

荷重負荷によって安定進展した亀裂長さの増分のことで，ストレッチ・ゾーン幅と延性亀裂進展量との

合計寸法 

3.16 

ストレッチ・ゾーン幅，WSZ（Stretch zone width） 

疲労予亀裂先端が鈍化することによって生じる亀裂長さ増分 

 

表 1 記号及びその意味 

記号 単位 意 味 
a mm 試験片の亀裂長さ 

a0 mm 
初期亀裂長さの代表値（機械切欠き長さMと疲労予亀裂長さafの合計寸

法，試験片厚さ方向位置3箇所計測値の平均値） 
a0min mm 初期亀裂長さの最小値 
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a0max mm 初期亀裂長さの最大値 
afmin mm 疲労予亀裂長さの最小値 
afmax mm 疲労予亀裂長さの最大値 
af mm 疲労予亀裂長さの代表値（試験片厚さ方向位置3箇所計測値の平均値） 

Δa mm 
亀裂長さaの増分（ストレッチ・ゾーン幅WSZと延性亀裂進展量WDZの合計

寸法，試験片厚さ方向位置３箇所での計測値の平均値） 
B mm 試験片厚さ 
b0 mm 初期リガメント長さ（b0＝W－a0） 
E N/mm2 試験温度における材料の縦弾性係数 
fp — CTOD塑性項の補正係数，材料の降伏比RY及び試験片厚さBの関数 
H mm コンパクト試験片の試験片高さ 
K N/mm3/2 応力拡大係数 
Kfmax N/mm3/2 疲労予亀裂導入時の最大応力拡大係数 
Kሶ  (N/mm3/2)/s 荷重負荷に伴う応力拡大係数の増加速度 
M mm 機械切欠きの長さ 
m — CTOD弾性項の換算係数，材料の降伏比RYの関数 
N mm 機械切欠きの幅 
n mm 機械切欠きの先端幅（二段矩形切欠きの場合） 
P N 荷重（試験力） 
Pfmax N 疲労予亀裂導入時の繰返し荷重の最大値 
Pfmin N 疲労予亀裂導入時の繰返し荷重の最小値 
Pfc N 疲労予亀裂導入時に許容されるPfmaxの最大値 
Pc N cに対応する荷重 
Pu N uに対応する荷重 
Pm N mに対応する荷重 
R — 疲労予亀裂導入時の荷重比（R＝Pfmin/Pfmax） 
RY — 試験温度における降伏比（=Y/T） 
RST K ひずみ速度・温度パラメータ 
rp — Vpに関する回転係数 
S mm 荷重スパン長さ（三点曲げ試験片の場合） 
T ℃ 試験温度 
Vg mm クリップゲージ開口変位 
Vc mm cに対応するクリップゲージ開口変位 
Vu mm uに対応するクリップゲージ開口変位 
Vm mm mに対応するクリップゲージ開口変位 
Vp mm クリップゲージ開口変位の塑性成分量 
W mm 試験片幅 
WSZ mm ストレッチ・ゾーン幅 
WDZ mm 延性亀裂進展量 
Y — 応力拡大係数の補正係数 
 mm CTOD，elとplの和 
el mm CTODの弾性項 
pl mm CTODの塑性項 

c mm 
不安定破壊（ポップイン破壊を含む。）開始時のCTOD。ただし，不安定

破壊開始に先立ち，安定進展した亀裂長さ増分Δaが0.2 mm未満の場合 

u mm 
不安定破壊（ポップイン破壊を含む。）開始時のCTOD。ただし，不安定

破壊開始に先立ち，0.2 mm以上の安定進展した亀裂長さ増分を伴う場合 

m mm 
不安定破壊を生じることなく，最大荷重到達後，荷重減少した場合の最大

荷重時のCTOD 
cr mm 限界CTODの代表値。c, u及びmの総称 
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i mm 延性亀裂進展開始時のCTOD 
 — ポアソン比 
Y N/mm2 試験温度における材料の下降伏応力又は0.2 %耐力 
Y0 N/mm2 室温における材料の下降伏応力又は0.2 %耐力 
T N/mm2 試験温度における材料の引張強さ 
T0 N/mm2 室温における材料の引張強さ 

4 試験装置 

4.1 試験機と荷重測定 

試験には油圧式又は機械式試験機を用いることができるが，いずれの試験機においても，変位制御で試

験を行う。変位のフィードバック制御ができない試験機でも試験可能であるが，この場合は，試験機の形

式を試験結果とともに記録する。 

試験機は，荷重検出装置を備え，荷重出力とクリップゲージ出力とを記録装置に同時に記録できるもの

でなければならない。荷重検出装置は，JIS B 7728 に規定された荷重検定器で検定しなければならない。

また，負荷荷重 P が使用レンジの±1 %の精度で測定できなければならない。 

4.2 疲労予亀裂導入用装置 

疲労予亀裂の導入に用いる試験機は，油圧式又は機械式試験機を用いることができるが，いずれの試験

機においても，疲労予亀裂導入荷重が制御できなければならない。また，使用する試験機は破壊じん性試

験に用いる試験機に準じた荷重検出精度をもたなければならない。疲労予亀裂導入時の最大荷重 Pfmax は，

Pfmaxの 1 %以下の精度で測定し，記録する。 

4.3 試験ジグ 

試験は，三点曲げ試験片又はコンパクト試験片を用いて行う。試験ジグは，試験片とジグとの間の摩擦

の影響を小さくすることが望ましい。このため，三点曲げ試験ジグでは，受けローラーが滑らかに回転で

きることが望ましい。負荷ジグ表面の荷重を受ける部分は，表面焼入れなどによって HRC40 以上の硬さ

とすることが望ましい。 

コンパクト試験用ジグは，負荷ピン用穴を有するコの字形ジグとピンからなり，試験片にはピンを介し

て負荷をする。コの字形ジグの負荷ピン用穴はピンと平面で接するように設計し，ピンがコの字形ジグに

対して滑らかに回転できることが望ましい。負荷ジグ表面の荷重を受ける部分は，表面焼入れなどによっ

て HRC40 以上の硬さとすることが望ましい。 

試験ジグの一例を図 1，図 2 に示す。 
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図 1－三点曲げ試験ジグ 

 

図 2－コンパクト試験ジグ 

4.4 変位計 

4.4.1 推奨変位計 
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推奨変位計を図 3，図 4 に示す。ただし，4.4.2 の直線性及び精度を満足すれば，これ以外の変位計を用

いてもよい。 

 

図 3－カンチレバー式クリップゲージ 

 

図 4－リング型クリップゲージ 

 

4.4.2 直線性と精度 

実変位と計測値との非直線性は，測定値の±1 %以下でなければならない。一連の試験開始前に，使用す

る変位計を測定精度が測定レンジの±1 %以内になるように校正し，記録する。 

4.4.3 記録計 

記録計は，前記荷重及び変位測定精度を満足する記録精度を有していなければならない。また，不安定

破壊発生時の荷重低下（変位増加）点が明確に記録できる十分な応答速度を有しなければならない。 
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5 試験片 

5.1 試験片形状・寸法 

CTOD 試験片の採取方向及び亀裂方向の表示は，図 5 の表記法による。 

標準の三点曲げ試験片の形状・寸法を図 6 に示す。スパン S と試験片幅 W との比 S/W は 4 を標準とし，

試験片全長は少なくとも 4.5W とする。 

標準のコンパクト試験片の形状及び寸法を図 7 に示す。試験片の高さ H と試験片幅 W との比 H/W は

0.6，幅 W と厚さ B との比 W/B は 2 ≦ W/B ≦ 4 とする。原則，標準試験片の厚さ B は，評価の対象とな

る材料の厚さ（原厚）と等しくする。試験片の各実寸法は，厚さ B を基準とした相似寸法による。 

初期亀裂長さ a0は，0.45W ≦ a0 ≦ 0.55W とする。 

 

図 5－試験片採取方向と亀裂方向の表示 

 

図 6－標準三点曲げ試験片 
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図 7－標準コンパクト試験片 

機械切欠きの幅 N は，W ≦ 25 mm の試験片の場合は 1.5 mm 以下，W ＞ 25 mm の試験片の場合は 0.06W

以下でなければならない。機械切欠きはその先端の曲率半径が 0.1 mm 程度以下であるか，先端幅 n が 0.2 

mm 程度以下であることが望ましい。機械切欠きの深さ M が 2.5 mm より大きくなる場合には，切欠き幅

を段階的に変えた機械切欠きを導入してもよい。機械切欠き及び疲労予亀裂は，図 8 に示す外郭線内に収

まっていなければならない。 

クリップゲージ取り付けのためのナイフエッジは内蔵型か取付け型かのいずれかとし，形状・寸法の一

例を図 9 に示す。ナイフエッジ並びに図 3，図 4 に示すクリップゲージ先端は，線接触となるように配慮

する。 
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図 8－初期亀裂に対する外郭線 

 

(a) 内蔵型                 (b-1) ネジ取付け型             (b-2) ネジ取付け型 (z=0) 

図 9－ナイフエッジの形状，寸法 

5.2 疲労予亀裂 

疲労予亀裂は三点曲げ試験片に対しては三点曲げ負荷，コンパクト試験片に対しては引張負荷の繰返し

載荷によって導入する。疲労予亀裂導入は室温で行い，繰返し速度（載荷周波数）は任意とする。疲労予

亀裂を導入する場合には，式(1)及び式(2)によって算定される荷重を超えてはならない。 

  三点曲げ試験片の場合  ： 

Pfc=0.5
B b0

2

S
σY0  ꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏ (1) 

  コンパクト試験片の場合 ： 

Pfc=0.4
B b0

2

2W+a0
σY0  ꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏ (2) 

また，最小荷重の最大荷重に対する比（荷重比）R は，0 ≦ R ≦ 0.1 とすることが望ましい。 

疲労予亀裂長さの最後の 50 %部分では，式(1)又は式(2)より算定される荷重 Pfcを超えてはならないこ

とに加えて，疲労予亀裂導入中の最大応力拡大係数 Kfmaxは，式(3)の制約を満足しなければならない。 

Kfmax<0.6
σY0

σY
ඥm E σY δcr  ꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏ (3) 
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ここでcrは得られた限界 CTOD の代表値を表し，c, u又はmである。式(3)中の m は，後述の式(7)に示

す換算係数であり，CTOD 試験温度における材料の降伏比 RYの関数である。 

5.3 試験片寸法の測定 

試験片厚さは，試験前に疲労予亀裂の延長線上のリガメントで少なくとも 3 箇所の厚さを 0.05 mm の精

度で測定し，その平均値を試験片厚さ B として記録する。 

試験片幅は，疲労予亀裂近傍の亀裂を挟む少なくとも 3 箇所の幅を 0.05 mm の精度で測定し，その平均

値を試験片幅 W として記録する。 

初期亀裂長さは，破壊試験後に分離した試験片破面において測定する。試験片破面における測定は，図

10 に示すように，試験片厚さの 1/4, 2/4 及び 3/4 の位置における初期亀裂長さと，最大と最小の初期亀裂

長さを測定する。疲労予亀裂先端が塑性変形により横収縮している場合は，側面くぼみ部の試験片最小厚

さの 1/4, 2/4 及び 3/4 の位置で亀裂長さを計測する。ここで初期亀裂長さはストレッチ・ゾーン幅を含まな

い。試験片厚さ方向の 3 箇所での計測値 a0-1, a0-2及び a0-3に加え，最大長さ a0max及び最小長さ a0minを計測

し記録する。各位置での亀裂長さの測定は，0.05 mm の精度で，疲労予亀裂面に対して垂直な方向から行

う。 

疲労予亀裂部の長さに関しても，初期亀裂長さの計測と同様に，試験片厚さ方向の 3 箇所での計測値 af-

1，af-2 及び af-3 に加え，最大長さ afmax 及び最小長さ afmin を計測し記録する。初期亀裂は，次の条件のすべ

てを満足しなければならない。 

a) |a0-1－a0-2| ≦ 0.05W，|a0-2－a0-3| ≦ 0.05W かつ |a0-3－a0-1| ≦ 0.05W 

b) a0max－a0min ≦ 0.1W 

c) afmin は 1.0 mm 及び 0.015W よりも大きくなくてはならない（afmin ＞ 1.0 mm かつ afmin ＞ 

0.015W）。 

d) 疲労予亀裂面は機械切欠き面に対して 10°を超えて傾いてはならない。 

e) 疲労予亀裂先端は単一面でなければならない。 

CTOD の計算に用いる初期亀裂長さの代表値 a0は，式(4)による。 

a0=
a0-1+a0-2+a0-3

3
  ꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏ  (4) 

同様に，疲労予亀裂長さ af-1, af-2及び af-3に関しても式(4)の平均手法により，疲労予亀裂長さの代表

値，afを算定する。 

なお，他の亀裂先端開口変位試験方法規格（ISO 12135 など）を用いて CTOD を計算する場合には，初

期亀裂長さは附属書Ａによって計測する。 
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図 10－初期亀裂長さの計測位置 

6 試験手法 

6.1 ジグ及び試験片の据付け 

6.1.1 三点曲げ試験 

三点曲げ試験用ジグは，荷重作用線がスパン（両支持ローラー中心間距離）S の中点に対し，スパン S の

1 %以下の精度で据え付けることが望ましい。試験片をジグに据え付けるときは，切欠きの中心線とスパ

ン中央のずれが S の 1 %未満，かつ，試験片長手方向の中心線がローラーの中心線と直角に交わり，その

ときの誤差は 2°未満とすることが望ましい。 

6.1.2 コンパクト試験 

上下の荷重負荷用ロッドの中心線のずれは，試験中常に 0.8 mm 以下に維持し，試験片板厚中心のコの

字形ジグ中心線からのずれは 0.8 mm 以下とすることが望ましい。 

6.1.3 変位計の取付け 

変位計は，先端がナイフエッジと線接触となるように取り付ける。 

6.2 負荷速度と試験片の温度 

6.2.1 負荷速度 

試験片への荷重の負荷は，変位制御により行う。特に規定がない場合には，荷重－変位関係が直線関係

にある範囲において，応力拡大係数増加速度が 15 (N/mm3/2)/s～95 (N/mm3/2)/s の範囲となる荷重増加速度

にしなければならない。 

6.2.2 試験片の温度 
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試験片の温度は，試験温度に対して±2 ℃の精度で管理しなければならない。試験開始時に試験片全体

が所定の試験温度に達していなければならない。液体冷媒中で試験を行う場合は，試験片の表面が試験温

度に到達した後，試験片厚さに応じて 30 s/mm の時間保持する。大気中又は冷却ガス雰囲気中で試験を行

う場合は，60 s/mm の時間保持する。 

6.3 試験手法 

6.3.1 記録 

試験中の荷重 P とクリップゲージ変位 Vgとの関係を記録する。 

6.3.2 破面観察 

試験終了後，試験片を（必要に応じて加熱着色 1)後，又は疲労亀裂進展後）完全破断させ，破面を観察

しなければならない。亀裂長さ増分a は，疲労予亀裂先端から延性亀裂先端までの長さである。cとu と

を判別するために亀裂長さ増分a を測定する場合には，拡大鏡などを用いることが望ましい。 

なお，測定に当たっては，試験片厚さの 1/4，2/4 及び 3/4 の位置で行い，それらの平均値をa とする。

また， 7.1.4 に示すポップインの発生など複数の破壊発生が繰り返し生じた場合，疲労予亀裂先端から破

壊限界点とみなされた破面以前に形成された亀裂前縁までを亀裂長さ増分a とする。図 11 b)及び c)にそ

れぞれポップインが限界値評価対象とみなされた場合とみなされなかった場合の亀裂長さ増分（ストレッ

チゾーンを含む延性亀裂長さとポップイン亀裂長さとの総和）の計測例を示す。 

注 1) 加熱着色は，炭素鋼の場合 300 ℃で 10 分間～30 分間大気中で保持することを推奨する。 

 

a) ポップインを生じた場合の破面の模式図 
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b) ポップインが限界値評価対象と見なされる場合  c) ポップインが限界値評価対象と見なされない場合 

図 11－ポップイン判定に応じた亀裂長さ増分測定 

7 試験結果の解析・判定 

7.1 荷重 P－クリップゲージ開口変位 Vg関係の解析・判定 

7.1.1 P－Vg関係の分類 

荷重－クリップゲージ開口変位の関係の記録は，通常，図 12 に示す 3 タイプのいずれかに分類される。 

7.1.2 Vcの決定 

Vg の増加に伴い P が単調に増加する途上で不安定破壊（図 12 中の Type F）又はポップインを生じ（図

12 中の Type P），かつ，それまでに安定進展した亀裂長さ増分a が 0.2 mm 未満のとき，図中点 A に対応

する荷重及びクリップゲージ開口変位をそれぞれ Pc及び Vcとする。 

7.1.3 Vuの決定 

Vg の増加に伴い P が単調に増加する途上で不安定破壊（図 12 中の Type F）又はポップインを生じ（図

12 中の Type P），かつ，それまでに安定進展した亀裂長さ増分a が 0.2 mm 以上のとき，図中点 A に対応

する荷重及びクリップゲージ開口変位をそれぞれ Pu及び Vuとする。 

7.1.4 Vmの決定 

最大荷重に到達するまで不安定破壊又はポップインを生じることがない場合（図 12 中の Type M），最大

荷重到達点 B の荷重及びクリップゲージ開口変位をそれぞれ Pm及び Vmとする。 

 

図 12－荷重 P-クリップゲージ開口変位 Vg関係の代表的な 3 タイプ 
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7.1.5 ポップインが限界値評価対象か否かの判定 

記録されたクリップゲージ変位－荷重線図に対して図 13 に示す作図を行い，次式を算定する。図 13

の C1は初期勾配における P と Vgから計算された初期コンプライアンスである。ポップインが複数回生じ

た場合に i 回目のポップインにおけるコンプライアンス Ciの C1に対する変化量 Fiを式(5)から求める。 

Fi=1-
V1

P1
ቆ

Pi-yi

Vi+xi
ቇ  ꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏ (5) 

ここで，i は連続して生じた i 回目のポップイン，Piは i 回目のポップイン時の荷重，Viは i 回目のポッ

プイン時の変位増分，yiは i 回目のポップイン時の荷重落下，xiは i 回目のポップイン時の変位増分であ

る。 

Fi ＜ 0.05 であれば該当のポップインは限界点とはみなさない。Fi ≧ 0.05 となる最初のポップインを

限界値とみなす。この判定法は，ASTM E 1820 に準拠している。 

ポップインが限界点とみなされた場合のc とu を判別するために，亀裂長さ増分a の測定が必要であ

る。複数回のポップインを生じた場合，限界点とみなされたポップインに至るまでの亀裂長さ増分（延性

亀裂長さとポップイン亀裂長さの総和）をa とみなす。計測方法は 6.3.2 の方法による。 

なお，破壊発生以外の原因 2),によりクリップゲージ－荷重記録上にポップインが観察された場合には，

その原因を確認した上で記録し，その試験の取扱いを決定しなければならない。ただし，原因の明確化が

困難な場合には，その試験を無効とし，再試験を行う。 

注 2) 試験材に原因するもの（セパレーション，デラミネーションなど）又は試験装置に原因するもの（負

荷点周辺に付着した氷の破壊，試験片とジグとの摩擦緩和に起因する瞬間的なすべり，電気的ノイズなど） 

 

図 13－ポップイン判定のための説明 

7.2 限界 CTOD, c, u及びmの決定法 

7.1 で求めた Vc, Vu及び Vmに対応したc, u及びmを，式(6)，式(7)及び式(8)から計算する。 

δc, δu, δm= δe1+ δp1=
K2ሺ1-ν2ሻ

m σY E
+ fp

rpሺW-aoሻ

rpሺW-a0ሻ+a0+z
Vp  ꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏ (6) 

ここで， 
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m=4.9-3.5RY  ꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏ (7) 

𝑓௣ ൌ ൫-1.4RY
2 +2.8RY-0.35൯ሾ0.8+0.2expሼ-0.019ሺB-25ሻሽሿ  ꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏ (8) 

有効範囲：RY=0.6～0.98，B=10 mm～200 mm       

上式中の P 及び Vpは，c, u及びmに対応して，各々Pc, Pu及び Pm，並びに Vc, Vu及び Vmの塑性成分（図

12 参照）を用いる。また，E は縦弾性係数，Yは CTOD 試験温度における下降伏応力又は 0.2 %耐力，RY

は試験温度における降伏比（Y/T），はポアソン比，B は試験片厚さ，W は試験片幅，rpは Vpに関する回

転係数，z はナイフエッジの高さである。 

7.2.1 三点曲げ試験片 

式(6)中の K は，式(9)による。 

K=
P·S

B∙W3/2 Y  ꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏ (9) 

Y は応力拡大係数の補正係数であり，式 (10)による。

𝑌=3ට
a0

W

1.99-ሺa0 W⁄ ሻሺ1-a0 W⁄ ሻ൛2.15-3.93ሺa0 W⁄ ሻ+2.7ሺa0 W⁄ ሻ2ൟ

2ሼ1+2ሺa0 W⁄ ሻሽሼ1-ሺa0 W⁄ ሻሽ3/2  
 ꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏ (1
0) 

ただし，S/W=4 の三点曲げ試験片の場合，この式で算定できる a0/W の範囲は 0 以上 1 以下である。 

また，rpは 0.43 とする。 

7.2.2 コンパクト試験片 

式(6)中の K は，式(11)による。 

K=
P

B⋅W1/2 Y  ꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏ (11) 

Y は応力拡大係数の補正係数であり，式(12)による。 

𝑌=
ሺ2+a0/Wሻሼ0.886+4.64ሺa0/Wሻ-13.32ሺa0/Wሻ2+14.72ሺa0/Wሻ3-5.6ሺa0/Wሻ4ሽ

ሺ1-a0/Wሻ3/2   ꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏ (12) 

ただし，この式で算定できる a0/W の範囲は，0.2 以上 1 以下である。 

また，rpは 0.52 とする。 

7.2.3 降伏応力，引張強さの温度依存性 

Y 及び降伏比 RY（=Y/T）は実測値を用いるが，それがない場合には，室温（20 ℃）での下降伏応力

Y0 (N/mm2)及び室温での引張強さT0 (N/mm2)から，式(13)～式(16)によって計算した値を用いてもよい。

式中 T は試験温度（℃）である。 

引張強さが 400 N/mm2～590 N/mm2級鋼の場合 

σY=σY0exp ൤0.234 ቀ
σY0

E
ቁ

-1.5
൜

1

27.6ሺT+273ሻ
-

1

27.6×293
ൠ൨  ꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏ (13) 

σT=σT0exp ൤0.234 ቀ
σT0

E
ቁ

-1.5
൜

1

29.9ሺT+273ሻ
-

1

29.9×293
ൠ൨  ꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏ (14) 
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引張強さが 780 N/mm2級鋼の場合 

σY=σY0exp ൤2.93 ቀ
σY0

E
ቁ

-1.1
൜

1

27.6ሺT+273ሻ
-

1

27.6×293
ൠ൨  ꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏ (15) 

σT=σT0exp ൤2.93 ቀ
σT0

E
ቁ

-1.1
൜

1

29.9ሺT+273ሻ
-

1

29.9×293
ൠ൨  ꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏ (16) 

ただし，これらの式の適用範囲は，試験温度 T が-100 ℃～室温の間である。また，降伏応力，引張強さ

の温度依存性が炭素鋼と異なる 9%Ni 添加低温用鋼にはこれらの式は適用できない。 

8 記録及び報告 

記録する項目には以下がある。そのうち，報告する項目については当事者間の協議による。 

a) 材料名（規格名），形状（厚板，パイプ，鍛造品など），試験片 No. 

b) 試験片タイプ（三点曲げ試験片又はコンパクト試験片） 

c) 試験片の採取位置，方向 

d) 試験片厚さ B（mm），試験片幅 W（mm），試験片高さ（コンパクト試験片）H（mm） 

注記 試験片の形状・寸法が 5.1 の規定をはずれ，当事者間の合意によって決められた場合は，その旨

を記述しなければならない。 

e) 荷重スパン（三点曲げ試験片）S（mm） 

f) 疲労予亀裂導入時の最高荷重 Pfmax（N），荷重比 R，及び，疲労予亀裂長さの最後の 50 %の部分

での最大応力拡大係数 Kfmax（N/mm3/2） 

g) 亀裂の寸法 

・初期亀裂長さの代表値 a0（mm） 

・初期亀裂長さ a0-1, a0-2及び a0-3（mm） 

・初期亀裂長さの最大値及び最小値 a0max, a0min（mm） 

・疲労予亀裂長さの代表値 af（mm） 

・疲労予亀裂長さの最大値及び最小値 afmax, afmin（mm） 

・不安定破壊発生までに安定進展した亀裂長さ増分の平均値 Δa（mm） 

・安定進展した亀裂長さ増分 a1, a2及びa3（mm） 

注記 初期亀裂長さ a0が 5.2 及び 5.3 の規定をはずれ，当事者間の合意によって決められた場合は，そ

の旨を記述しなければならない。 

h) ナイフエッジの高さ z（mm） 

i) 試験温度 T（℃） 
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j) 試験温度における材料の下降伏応力又は 0.2 %耐力 Y（N/mm2），引張強さT（N/mm2） 

k) 試験時の応力拡大係数増加速度 𝐾ሶ（(N/mm3/2)/s） 

l) 荷重－変位曲線及びそれらから得られる以下の項目 

・限界荷重 P（N）（注目する破壊様式によって Pc, Pu又は Pmに区別する。） 

・限界荷重 P に対応するクリップゲージ開口変位 Vg（mm）（注目する破壊様式によって Vc，Vu又は Vm

に区別する。），及びその塑性成分 Vp（mm） 

m) 7.2 で決定された限界 CTOD の値（mm）（注目する破壊様式によってc, u又はmに区別する。） 

n) 荷重－変位曲線のモード（Type F, P 又は M） 

o) 試験機の種類 
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附属書 A 

（規定） 

亀裂長さ測定方法 

本規格では簡便化のため亀裂長さ測定点数を他の亀裂先端開口変位試験方法規格（ISO 12135 など）よ

り少なくしている。そのため他の規格によって亀裂先端開口変位を計算する場合には，初期亀裂長さは本

附属書によって計測を行う。初期亀裂長さは，疲労予亀裂導入後に試験片表裏面で予備的に検査するとと

もに，破壊試験後に分離した試験片破面において測定する。試験片破面における測定は，図 A.1 に示すよ

うに，試験片表裏面から 0.01B 差し引き，その試験片厚さ方向の 8 等分位置における初期亀裂長さ a0-1～

a0-9を測定し，記録する。疲労予亀裂先端が塑性変形によって横収縮している場合は，側面くぼみ部の試験

片最小厚さに対して同様の位置で亀裂長さを計測する。CTODの計算に用いる初期亀裂長さの代表値 a0は，

次式によって計算する。 

a0=
1

8
൭

a0-1+a0-9

2
+෍ a0-i

8

i=2

൱  ꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏ (A.1) 

同様に，疲労予亀裂長さに関しても式(A.1)の平均手法に従って，疲労予亀裂長さの代表値，afを算定す

る。 

 

図 A.1－初期亀裂長さの計測位置 
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解 1 

 

WES 1108：2025 
 

亀裂先端開口変位（CTOD）試験方法 

解 説 

この解説は，WES 1108:2025〔亀裂先端開口変位（CTOD）試験方法〕（以下，WES 1108 という。）の本

文及び附属書に規定・記載した事柄，並びにこれらに関連した事柄を説明するもので，規格の一部ではな

い。 

1 制定時の趣旨並びに今回の改正までの経緯及び改正点 

WES 1108 は日本溶接協会鉄鋼部会 WR-3 委員会・規格化小委員会で原案が検討され，1995 年に初版が

発行された。この WES 1108:1995 では不安定破壊開始時の CTOD をその時の荷重とクリップゲージ変位

を用いて式(解 2)によって算定してきた。この定義式は BS 7448 (1991 年版)（文献 1）でも用いられている

ものである。同様の定義式は CTOD が初めて ASTM で規格化された ASTM E 1290-89（文献 2）でも用い

られていたが，2002 年に ASTM は P-Vg 関係から J 積分を算定し，限界 J 積分を CTOD に換算する計算に

改正し ASTM E 1290-02 とした。この算定式の特徴は，J 積分を CTOD に換算する換算係数を材料の降伏

比の関数としている点にある。この改正の背景には，材料の加工硬化を考慮していない式(解 2)は，加工硬

化が大きな材料，すなわち降伏比の低い材料において，算定した CTOD が実際の CTOD よりも過大な値を

与えるとの指摘があった。 

いくつかの観点からの議論の末，結果的に ASTM E 1290-02 は 2013 年に廃止されたものの，日本溶接協

会鉄鋼部会 FTE 委員会（構成表参照）では WG-C（構成表参照）を組織し，式(解 2)の妥当性を実験的に検

討した（文献 3）。実験では亀裂先端の除荷断面を直接観察する手法と負荷中の三点曲げ試験片の亀裂先端

に歯科用印象剤を注入する手法が実施された。その結果，式(解 2)は降伏比が 0.9 程度の材料では精度よく

CTOD を予測しているものの，降伏比 0.6 の材料では実際の CTOD よりも過大な値となることが確認され

た。この結果を受け，材料の加工硬化特性を取り入れた CTOD 算定式の検討を実施した。検討では 3 次元

有限要素法（FEM）によって降伏比 0.6 から 0.98 の想定材料，試験片厚さ 10 mm から 200 mm の三点曲げ

試験片に対して弾塑性解析を行った。算定された CTOD（45°法 CTOD）を参照し，本規格の CTOD 算定

式〔式(6)～式(8)〕を決定した（文献 4）。この成果を反映させるべく，日本溶接協会鉄鋼部会 FTE 委員会

では WES 1108:1995 を改正し，WES 1108:2016 を発行した。なお，本規格の CTOD 算定式は ISO 12135:2021

に採用されている。 

 

鉄鋼部会 技術委員会 FTE 委員会（2015） 構成表 

  氏名 所属 
顧問委員  宮 田 隆 司 名古屋大学 

技術委員会委員長  粟飯原 周 二 東京大学 

FTE 主査  萩 原 行 人 元 上智大学 

FTE-WG-R リーダー  南   二三吉 大阪大学 

FTE-WG-C&I リーダー  田 川 哲 哉 名古屋大学 

幹事（中立委員）  吉 成 仁 志 独立行政法人海上技術安全研究所 

中立委員  大 畑   充 大阪大学 
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  望 月 正 人 大阪大学 
  豊 田 政 男 独立行政法人科学技術振興機構 
  後 藤 浩 二 九州大学 
  豊 貞 雅 宏 九州大学 
  中 込 忠 男 信州大学 
  川 畑 友 弥 東京大学 
  柴 沼 一 樹 東京大学 
  中 居 寛 明 東京大学 
  青 木   満 一般社団法人日本溶接協会 
  勝 田 順 一 長崎大学 
  北 田 博 重 一般財団法人日本海事協会 
  山 本 規 雄 一般財団法人日本海事協会 
  三 村   宏 元 横浜国立大学 

委員  山 下 洋 一 株式会社ＩＨＩ 
  山 田 剛 久 株式会社ＩＨＩ 
  山 下 眞 輝 大阪ガス株式会社 
  西 川 弘 泰 川崎重工業株式会社 
  木 内   晃 株式会社コベルコ科研 
  三津谷 維 基 東京ガス株式会社 
  板 谷 雅 雄 株式会社東芝 電力システム社 
  平 井 秀 一 トーヨーカネツ株式会社 
  宇 野 義 明 日揮株式会社 
  小 林 順 一 日鉄住金テクノロジー株式会社 
  村 井 亮 介 三菱重工業株式会社 
  八 木 信 頼 三菱重工業株式会社 
  一 宮   充 株式会社横河ブリッジホールディングス 

委員（鋼材メーカ）  今 村 弘 樹 株式会社神戸製鋼所 
  伊 木   聡 ＪＦＥスチール株式会社 
  島 貫 広 志 新日鐵住金株式会社 
  小 枝 日出夫 株式会社日本製鋼所 

本部会・幹事会幹事長  塩 飽 豊 明 株式会社神戸製鋼所 

本部会・幹事会副幹事長 西 村 公 宏 ＪＦＥスチール株式会社 

本部会・幹事会幹事  壱 岐   浩 新日鐵住金株式会社 

事務局  白 倉 俊 哉 一般社団法人日本溶接協会 
  木 口 明 浩 一般社団法人日本溶接協会 
  金 子 佳代子 一般社団法人日本溶接協会 

 

鉄鋼部会 技術委員会 FTE 委員会 WG-C（2015） 構成表 

  氏名 所属 
WG-C リーダー  田 川 哲 哉 名古屋大学 

中立委員  大 畑   充 大阪大学 
  南   二三吉 大阪大学 
  吉 成 仁 志 独立行政法人海上技術安全研究所 
  小 沢   匠 独立行政法人海上技術安全研究所 
  粟飯原 周 二 東京大学 
  吉 津 周 平 東京大学 
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  川 畑 友 弥 東京大学 

委員  三 村   宏 元 横浜国立大学 
  山 下 洋 一 株式会社ＩＨＩ 
  小 林 順 一 日鉄住金テクノロジー株式会社 
  村 井 亮 介 三菱重工業株式会社 
  八 木 信 頼 三菱重工業株式会社 

ミルメーカ委員  杵 渕 雅 男 株式会社神戸製鋼所 
  仮屋崎   誠 株式会社神戸製鋼所 
  崎 本 隆 洋 ＪＦＥスチール株式会社 
  萱 森 陽 一 新日鐵住金株式会社 

本部会・幹事会幹事  塩 飽 豊 明 株式会社神戸製鋼所 

本部会・幹事会副幹事長  西 村 公 宏 ＪＦＥスチール株式会社 

本部会・幹事会幹事  壱 岐   浩 新日鐵住金株式会社 

事務局  白 倉 俊 哉 一般社団法人日本溶接協会 
  木 口 明 浩 一般社団法人日本溶接協会 
  金 子 佳代子 一般社団法人日本溶接協会 

この WES 1108:2025 は，WES 1108:2016 の誤植修正（式(10)の誤植）や用語統一，最新の関連文献の引

用を目的に改正さたものであり，この改正の機会に，JIS Z 8301「規格票の様式及び作成方法」並びに WES 

0001「日本溶接協会規格作成基準」に準拠した記述に改められた。規定等の基本的部分は WES 1108:2016

をそのまま踏襲しているが，運用実態を鑑み試験ジグの精度に関する項目（箇条 4.3）を要求事項から推奨

事項に緩和した点，及びコンパクト試験片の回転係数 rpを初期亀裂深さ比 a0/W によらず rp=0.52 とした点

が規定の変更点である。 

2 適用範囲（箇条 1） 

この試験方法は，鋭い亀裂（疲労予亀裂）を有する試験片において，不安定破壊（延性材料を除いて多

くの場合，ぜい性的な破壊）を生じる限界を求めるものである。延性・ぜい性遷移を示す材料，又は延性

材料では，不安定破壊に先立ち鋭い亀裂から安定的に（荷重上昇を伴いながら）延性亀裂が発生・進展す

ることがある。これは不安定破壊開始じん性が比較的大きい場合で，延性・ぜい性遷移を示す鉄鋼材料で

は，高温側の試験で生じる。また，十分な不安定破壊抵抗をもつ材料では，延性亀裂が安定的に進展し，

それによってリガメント断面積が減少するために，最高荷重を呈するようになる。 

この試験方法で評価の対象とするのは， 

a) 予亀裂先端近傍から直接，不安定破壊を生じる限界 

b) 一定の延性亀裂進展が生じ，荷重上昇中（最高荷重を呈する前）に進展中の延性亀裂先端近傍で

不安定破壊を生じる限界 

の二つであり，前者をc，後者をuと表して区別する。 

なお，両者の区別を工業的に明確にするために，本試験方法では，不安定破壊に先立つ安定な延性亀裂

進展量が 0.2 mm 未満と，0.2 mm 以上によって判別している。ここでの 0.2 mm という値は，あくまでも工

業的目安である。また，安定な延性亀裂が大きく進展することでリガメント断面積の減少が著しくなり最

高荷重に至るような場合には，不安定破壊に移る限界 CTOD, uが求められない。このような場合，その材

料の不安定破壊限界uは，少なくとも最高荷重点の CTOD 以上であるという意味で，最高荷重点の CTOD
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の値mを試験結果として記録する。したがって，mは不安定破壊の発生限界や遷移限界を与えるものでな

く，その値を用いた破壊解析などは行うことはできない。あくまでも不安定破壊へ遷移しない限界を考え

る上での目安である。 

一方，この試験方法では，材料や構造要素が不安定破壊するかどうかの限界を評価することを目的とし

ており，安定な延性亀裂の進展開始限界（CTOD ではiと表される。）は，材料・構造の不安定破壊挙動に

直ちに結び付くものでないことから，評価の対象としない。この試験方法で用いられる試験片は，実際に

用いられる際の厚さ（原厚）であり，その厚さのもとでの不安定破壊限界を求める試験方法である。 

延性・ぜい性遷移挙動を示す材料について温度と破壊限界 CTOD, c, u, mの対応を定性的に示すと解説

図 1 のようになる。しかし，現実の材料試験では，解説図 1 のように連続的な破壊様式の遷移を示すわけ

でなく，同一材料であっても遷移温度領域では異なる破壊様式が混在することが多く，限界 CTOD 値のば

らつきとともに破壊様式の変化にも注意を払う必要がある。 

この試験方法で定義される材料の限界 CTOD の値は，試験温度のみならず，試験片の形状，試験片の平

面寸法・厚さ，負荷速度などの因子の影響を受けるもので，必ずしも材料定数とはならない。したがって，

この試験方法では，鋼板の原厚ままの試験片を用い，所定の温度で試験を行うことが必要である。 

この試験方法で用いる限界 CTOD の算定式は，材料の降伏比 RY=0.6～0.98，試験片厚さ B=10 mm～200 

mm の範囲で有効である。材料の降伏比又は試験片厚さがこの範囲を超える場合は，当事者間の合意が必

要である。また，試験片形状・寸法，特に，亀裂長さが限界 CTOD の値に及ぼす影響は大きく，与えられ

た厚さで塑性拘束が一番厳しいと考えられる状態での破壊じん性を求めるという意味で，標準試験片形状

を設定してある。標準試験片形状以外の浅い亀裂材，特に a0/W が 0.2 以下であるような試験片が用いられ

ることもあるが，実際に評価しようとする対象に応じた十分な考察と，当事者間での合意が必要である。 

この試験方法で求められる限界 CTOD は，実際の材料の厚さにおける不安定破壊開始限界を与えるもの

であり，材料の破壊特性を一般的に評価する以外に，WES 2805（文献 5）や WES 2808（文献 6）のよう

な CTOD を用いた設計曲線が与えられている場合，材料選定のための材質評価に，又は構造要素の供用適

性評価のために用いることができる。 

 

解説図 1－CTOD 試験でみられる破壊様式の温度依存性 
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3 引用規格（箇条 2） 

母材を対象とした CTOD 試験方法には，BS 7448 Part 1（文献 1）がある。ただし，解説序論に示したよ

うに，BS 7448 Part 1 での CTOD 評価式では加工硬化の大きな低降伏比材料（例えば RY ＜ 0.7）では試験

片の CTOD を過大に見積もる傾向にある。また，本規格本体には，溶接部の CTOD 試験方法の規格 WES 

1109（文献 7）を示したが，これは試験片の採取方向や熱影響部への疲労予亀裂導入位置や方法を規定し

たものである。類似の溶接部 CTOD 評価試験方法として，ISO 15653（文献 8）がある。 

本規格 WES 1108 で評価した限界 CTOD の値は，WES 2805（溶接継手のぜい性破壊発生及び疲労亀裂

進展に対する欠陥の評価方法）や WES 2808（動的繰返し大変形を受ける溶接構造物の脆性破壊性能評価

方法）に適用し，溶接構造に存在する欠陥の安全性を判定することに用いられる。 

4 用語及び定義並びに記号及びその意味（箇条 3） 

特記すべき項目，すなわち安定破壊と不安定破壊，延性亀裂とぜい性破壊のみを取り上げてここで解説

する。安定破壊とは“試験片に生じる破壊が外力仕事増分に対して進行する破壊”であり，この場合，荷

重−開口変位関係（P-Vg 関係）に急激な荷重低下などの変化が現れない。通常，大きな塑性変形を示すた

め，延性亀裂（又は延性破壊）とも呼ばれる。多くの金属材料の場合，微視的な破壊形態はディンプル破

面を伴う微小空洞合体型破壊である。 

一方，不安定破壊は“試験片に生じる破壊が新たな外力仕事増分がない状況において進行する破壊”で

あり，亀裂先端近傍でこの破壊を生じた場合には，荷重−開口変位関係（P-Vg関係）に急激な荷重低下が現

れる。この荷重低下は亀裂が発生し，急速進展したことに起因する。微視的な破壊形態がへき開破壊又は

粒界破壊である場合には不安定破壊となり，これらの破壊の発生・進行には塑性変形を要しないために，

巨視的にはぜい性破壊となる。ただし，巨視的に塑性変形をほとんど伴わないぜい性破壊であっても，高

強度鋼や高力非鉄金属（ジュラルミンなど）では，ディンプル破面を伴う微小空洞合体型破壊である場合

がある。また，使用する全てのパラメータの単位系は N, mm 系を用いているが，応力拡大係数 K に関して

は，N/mm3/2 ばかりでなく，MPa√mも一般的に使用される。単位系は次式により換算できる。 

1 N/mm3/2 =
√10

100
≈ 0.0316 MPa√m  ꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏ (解 1) 

5 試験片（箇条 5） 

三点曲げ試験片の場合，矩形断面（B＝W/2）を標準的な試験片形状とするが，試験片の厚さが厚くなる

場合などは当事者間の合意によって，解説図 2 に示すような試験片厚さ B と試験片幅 W が等しい正方形

断面の三点曲げ試験片を用いることができる。API RP 2Z（文献 9）では厚さが 63 mm を超える場合，

EEMUA No.150（文献 10）では 75 mm 以上の場合に正方形断面（B＝W）試験片を用いることを認めてい

る。 
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解説図 2－正方形断面型三点曲げ試験片 

限界 CTOD の値は試験片厚さの影響を受けるので，標準的な試験片の厚さ B は，三点曲げ試験片，コン

パクト試験片共に評価の対象となる構造で用いられる厚さ，又は製造時の鋼板厚さと等しくなければなら

ないが，試験材がパイプのような板状でない場合には，必要に応じて本文の図 6，図 7 と相似形の減厚試

験片を用いることができる。この場合，試験片の厚さは当事者間の合意によって決める。 

なお，減厚後の試験片厚さ表裏面は，本文の図 6，図 7 に示される S 面に垂直で，0.01B の公差域内にな

ければならない。 

初期亀裂長さ a0は，0.45W ≦ a0 ≦ 0.55W を標準とするが，試験の目的又は当事者間の合意によって，

標準試験片の初期亀裂長さ範囲外の試験片を用いる場合が考えられる。この場合には，試験片に導入する

初期亀裂に対する塑性拘束の変化の影響とともに，回転係数 rpの値に対する影響（文献 11）も検討する必

要がある。 

疲労予亀裂長さ，特にその最小値 afmin が限界 CTOD の値に及ぼす影響については，FTW 委員会（文献

12）の検討結果から，例えば試験片厚さ 50 mm の場合には afminが少なくとも 1.0 mm 以上であれば有効な

限界 CTOD を与えるとの結果が示されている。本試験方法ではこの結果を参考に若干の安全代を考慮し，

“疲労予亀裂長さはどの位置においても，1.0 mm 及び 0.015W よりも大きくなくてはならない”とした。

すなわち，W=2B の標準試験片の場合，試験片厚さが 33 mm を超える場合には 0.015W が，33 mm 以下の

場合には 1.0 mm が必要な疲労亀裂長さの最小値となる。 

疲労予亀裂導入時の荷重が高すぎる場合には限界 CTOD の値に影響を及ぼすため，その上限を設けるこ

とが必要とされる。一方，予亀裂導入の効率面からは影響を及ぼさない範囲でなるべく高く上限を設定す

ることが望ましい。そこで本試験方法では疲労予亀裂の進展過程を二段階に区分し，亀裂長さの前半 50 %

の部分については本文の式(1)又は式(2)のみを要求事項とし，後半 50 %については限界 CTOD への影響を

考慮して，式(1) 又は式(2)に加えて，ASTM E399（文献 13）などを参考に式(3)を要求事項とした。得られ

る限界 CTOD の値が小さい場合には，式(3)により試験結果が無効になることが起こりえる。これを回避す

るためには CTOD 試験の前に予め限界 CTOD の値を推定しておくことが必要となるが，目安として限界

CTOD，crが例えば 0.05 mm 程度として式(3)により Kfmaxを算定するのがよい。 

6 試験手法（箇条 6） 

6.1 負荷速度（6.2.1） 

一般に限界 CTOD の値は負荷速度が大きくなると小さくなる。負荷速度の破壊じん性に及ぼす影響は，
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特に遷移温度領域で大きい。応力拡大係数増加速度𝐾ሶにして，𝐾ሶ =15～95 (N/mm3/2)/s となるように荷重増

加速度を選ぶと，破壊じん性に及ぼす負荷速度の影響はほとんど認められず，静的試験と見なせる。𝐾ሶ =15

～95 (N/mm3/2)/s に対応する荷重点変位速度の目安を代表的な試験片寸法（幅 W）に対して解説表 1 に示

す。 

解説表 1－荷重速度と荷重点変位速度の参考値 

試験片の幅, W(mm) 
荷重点変位速度(mm/s) 

三点曲げ試験片 コンパクト試験片 

50 0.003～0.018 0.002～0.012 

75 0.003～0.022 0.002～0.015 

100 0.004～0.025 0.003～0.018 

6.2 試験片の温度（6.2.2） 

限界 CTOD の値は温度に大きく依存する。したがって，試験片の温度を正しく試験温度に設定すること

はきわめて重要である。試験片を冷却する場合には，試験片表面から内部全体にわたって温度が一定にな

るのに十分な時間試験片を試験温度に保持する必要がある。 

液体中で試験片の温度を管理するときは，試験片の表面が試験温度に達した後，試験片厚さに応じ少な

くとも 30 s/mm の間，試験温度において保持すれば試験片全体が所定の試験温度になっていることが知ら

れている。大気中又はガス中で試験を行うときには，試験開始時に原則として試験片全体が所定の試験温

度に達していることを確認する必要があり，この場合は 60 s/mm の時間が目安となる。 

6.3 破面観察（6.3.2） 

解説図 3 に試験後の予亀裂先端近傍の概略図を示す。解説図 3 は試験に供した材料のじん性が比較的高

い場合を例に示したものである。ストレッチ・ゾーン（Stretch Zone）は，疲労予亀裂前縁が塑性変形する

ことで生じた新生面であり，さらに塑性変形が進みストレッチ・ゾーンが一定以上になるとディンプルで

構成される延性破壊領域が現れる。延性破壊がある程度進むと，材料はへき開型などのぜい性破壊を起こ

す。疲労予亀裂前縁に現れる破面は材料のじん性によって異なり，じん性が低いほど延性破壊領域又はス

トレッチ・ゾーンは現れにくくなり，疲労予亀裂前縁から直接，ぜい性破壊を起こすようになる。c, uの

判定は，安定進展した延性亀裂長さa，すなわち WSZと WDZの和が 0.2 mm 未満か否かによって行われる。 

 

解説図 3－破面概略図（図は三点曲げ試験片を描いているがコンパクト試験片の場合もこれに準ずる） 
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7 試験結果の解析・判定（箇条 7） 

7.1 ポップインが限界値評価対象か否かの判定（7.1.4） 

ぜい性亀裂の発生，停止現象に起因するポップインは，本文に示す方法でその試験結果の取扱いを決定

する。ただし，本文の考え方とは異なる以下の考え方が報告されている。小型試験片の場合，破壊発生時

の応力波の伝達が短時間であり，荷重低下が先行し不安定破壊の伝播が停止する可能性が生じ得る。試験

中に現れたポップインが材料のじん性不均一に起因したものか，荷重低下に起因したものかを，不安定破

壊発生時の荷重落下速度と不安定破壊の伝播停止までの時間から判断する手法もある（文献 14）。最近で

は，生じ得る亀裂と荷重低下量の観点からの考え方が報告されている（文献 15）。 

荷重上昇中にポップインが多発する場合には，再試験によりポップインの再現性を確認し，ポップイン

の原因を検討することが望ましい。 

7.2 限界 CTOD の決定法（7.2） 

WES 1108:1995 では不安定破壊開始時の CTOD をその時の荷重とクリップゲージ変位を用いて次式によ

り算定してきた。 

δc, δu, δm=δe1+δp1=
K2ሺ1-ν2ሻ

2σY E
+

rpሺW-aoሻ

rpሺW-a0ሻ+a0+z
Vp  ꞏꞏꞏꞏ (解 2) 

この算定式は BS 7448:1991 と同一のものであり，回転係数 rpに関しても BS 7448 と同じ値 rp=0.4 を用い

てきた。日本溶接協会鉄鋼部会 FTE 委員会では式(解 2)の妥当性を実験的に検討した（文献 3）。その結果，

式(解 2)は降伏比が 0.9 程度の材料では精度よく CTOD を予測しているものの，降伏比 0.6 の材料では実際

の CTOD よりも過大な値となることが確認された。そのため，材料の加工硬化特性を取り入れた CTOD 算

定式の検討を実施した。検討では降伏比 0.6 から 0.98 の想定材料，試験片厚さ 10 mm から 200 mm の三点

曲げ試験片に対して有限要素法（FEM）により亀裂開口プロファイルと亀裂先端から±45°の 2 直線の交

点の間隔距離から算定される CTOD（45°法 CTOD）を算定した。同時に FEM 解析結果を基に三点曲げ試

験片負荷中における塑性ヒンジモデルの妥当性，回転係数 rp値に関しても検討した。その結果，試験片弾

性部分は回転係数 rp一定の回転変形を示していること，ある程度の変形があれば塑性域中も回転係数 rpは

一定で，その値は降伏比に依存することなく 0.43（三点曲げ試験片の場合）に収束すること，降伏比が低

い場合，亀裂開口プロファイルが亀裂先端の広い領域で湾曲するため，亀裂開口端変位と回転中心間を直

線で内挿した式(解 2)には材料の降伏比に応じた補正が必要なことが判明した。これらの知見に基づき，本

規格では CTOD 算定式の見直しを行った。 

改正した CTOD 算定式では，式(6)から式(8)を用いてc, u又はmを算定する。 

δc, δu, δm= δe1+ δp1=
K2ሺ1-ν2ሻ

m σY E
+ fp

rpሺW-aoሻ

rpሺW-a0ሻ+a0+z
Vp  ꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏ (6) 

ただし， 

m=4.9-3.5RY  ꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏ (7) 

𝑓௣ ൌ ൫-1.4RY
2 +2.8RY-0.35൯ሾ0.8+0.2expሼ-0.019ሺB-25ሻሽሿ  ꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏ (8) 

ここで rpは試験片の曲げ変形を塑性ヒンジモデルで近似する場合の回転係数であり，解説図 4 のような

意味をもつ。 
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式(解 2)の場合，弾性項（第 1 項），塑性項（第 2 項）共に，材料の塑性変形特性には依存しない。しか

し，鈍化変形を生じる実際の亀裂先端では，材料の加工硬化特性に依存して塑性ひずみの局在化の程度が

異なるため，亀裂の鈍化形状は材料ごとに異なってくる。これを補正するために，式(6)では式(解 2)の弾性

項に m を，塑性ヒンジモデルに基づく式(解 2)の塑性項に fp を導入するものである。材料の加工硬化特性

は取り扱いの容易さから，降伏比 RY（=Y/T）で代表させて用いており，m は RYの関数，fpは RY及び試

験片厚さ B の関数としている。 

 

解説図 4－塑性ヒンジモデル 

a) 回転係数, rp 回転係数とは，解説図 4 のように疲労予亀裂の開口変形を塑性ヒンジで近似した場合の

回転中心の位置を与えるものである。解説図 4 のように考えると，相似二等辺三角形の相似比からpl

は Vpから試験片寸法を基に計算できる。回転係数 rpの値は，BS 5762:1972 以来，BS 規格では三点曲

げ試験片に対して rp=0.4 が用いられており，改正前の WES 1108 でも rp=0.4 を用いてきた。 

2016 年の規格改正に際し，3 次元有限要素法によって改めて回転係数の算定を行った。検討では異

なる算定方法，すなわち試験片変形中の亀裂線上における亀裂開口方向のひずみ増分分布の正負変化

位置，試験片任意点の塑性変位増分ベクトルの垂線と亀裂線の交点，の 2 種類のやり方で回転中心を

定義した。結果の一例として，塑性変位増分ベクトルの垂線から定義した回転係数の値を解説図 5 に

示す。三点曲げ試験片厚さ中心面上の 8 点（#1～#8）における算定値を試験片の変形に対して示して

いる。CTOD が 0.05 mm 以下の小変形範囲では rpは不規則に変化するものの，CTOD が概ね 0.05 mm

以上になるといずれの節点の算定値も rp=0.43 に収束し，その傾向は想定した材料の RY（加工硬化特

性）に依存することはない。ひずみ増分分布からも rp=0.42～0.43 という値が得られたため，本規格で

は三点曲げ試験片に対して rp=0.43 とすることとした。 

コンパクト試験片に関しては， WES1108:2016 では三点曲げ試験片の rp=0.43 を a0/W で補正する手

法を採用していた。その後，3 次元有限要素法に基づく弾塑性解析によって回転係数の検討が行われ

た。これによると，rp の値は材料の RY に依存することはほとんどなく，a0/W=0.45～0.55 の範囲では

rp=0.52 と見なし得ることが示唆された（文献 16）。これに基づき，WES1108:2025 ではコンパクト試

験片に対して，rp=0.52 を採用することとした。 

初期亀裂長さ a0は，0.45W ≦ a0 ≦ 0.55W を標準とするが，試験の目的又は当事者間の合意によっ

て，標準試験片の初期亀裂長さ範囲外の試験片を用いる場合，回転係数 rpが異なってくる可能性があ

る。本文では，三点曲げ試験片の場合，0.45W ≦ a0 ≦ 0.55W の場合に rp＝0.43 としたが，これまで

の実験結果によると，a0 ≧ 0.2W であれば，0.45W ≦ a0 ≦ 0.55W の場合の rpとほぼ同じであるとの

報告もある（文献 17）。一方，3 次元有限要素法に基づく弾塑性解析によって求められた回転係数 rp

は，a0/W の関数として三点曲げ試験片に対しては文献 11 に，コンパクト試験片に対しては文献 16 に

示されている。浅い亀裂の試験片を用いるときにはこれらの結果を参考にして回転係数を補正するこ

とが必要である。 
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a) RY =0.6                  b) RY =0.9 

解説図 5－回転係数 rpの検討結果（任意節点の塑性変位増分ベクトル法に基づく） 

b) 弾性項換算係数, m 弾性項の換算係数 m の決定には，小規模降伏状態を再現するために 2 次元

Boundary layer model (BLM) （文献 18）を用いた。亀裂先端から±45°の 2 直線が亀裂開口プロファ

イルと交わる 2 交点の間隔距離から算定される CTOD45FEM（45°法 CTOD）に対して，式(6)の右辺第

1 項の関係に基づき，境界条件 K 値と CTOD45FEMから m を逆算して求めた。その結果を解説図 6 に示

す。同図には，Shih による HRR 変位場からの解析解（文献 18），三点曲げ試験片を想定した 3 次元

FEM 計算結果からの類推値も示している。これらの結果を勘案し，平面ひずみ BLM の結果を線形近

似することで，式(7)を設定した。 
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解説図 6－弾性項換算係数 m(RY)の決定に用いた FEM 計算結果 

c) 塑性項補正係数, fp CTOD の塑性項は，塑性ヒンジモデルに基づく回転変形を想定し，直線的な亀裂

開口を仮定した幾何学的関係から CTOD を算定するが，亀裂開口プロファイルに及ぼす材料の加工硬

化特性の影響を式(6)では fp を用いて補正する。補正係数 fp の設定に際しては，試験片厚さ B=25 mm

を標準試験片とし，RY の影響のみを補正する関数を求めた。三点曲げ試験片の 3 次元 FEM 解析結果

に基づき，式(6)の関係に K 値で算定される弾性項，試験片厚さ中心の CTOD45FEM（45°法 CTOD）を

用いることで，試験片厚さ B=25 mm における fp を逆算した。試験片厚さ中心の CTOD45FEM を用いた

のは，厚さ中心近傍では平面ひずみ状態に近く，応力が高揚しやすいために厚さ中心近傍で不安定破

壊が発生しやすいという実験事実が背景にある。解説図 7 が試験片厚さ B=25 mm における fp の計算

結果である。fp は変形中に一定ではないが，目的とする CTOD の範囲を CTOD45FEM=0.1 mm～0.2 mm

とすると，fp の変動幅は大きくはない。評価の目的とする CTOD 範囲を 0.1 mm～0.2 mm と考え，解

説図 7 における CTOD45FEM=0.1 mm～0.2 mm の領域で fpの平均値を算定した。それを RYに対して示し

たのが解説図 8 である。CTOD45FEM=0.1 mm～0.2 mm の fp の変動幅は解説図 8 中のエラーバーの範囲

にある。解説図 8 の fpの平均値を RYの関数として次式で近似した。 

 fp@B=25mm=-1.4RY
2 +2.8RY-0.35  ꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏ (解 3) 

 

解説図 7－変形中の塑性項補正係数 fpの変化（B=25 mm の三点曲げ試験片の FEM 計算結果） 
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解説図 8－塑性項補正係数 fpの決定に用いた FEM 計算結果（B=25 mm の三点曲げ試験片） 

相似試験片を用いる場合，厚さが大きくなるとリガメント寸法も大きくなり，CTOD 値に占める弾

性項の割合が大きくなる。そのため，単純に弾性項と塑性項の和として CTOD を算定すると，試験片

寸法に応じて CTOD 推定精度が変化することになる。解説図 9 は式(解 3)を塑性項補正係数として式

(6)に用いた場合の算定値 CTODWES2016 の試験片厚さ依存性を示したものである。縦軸は参照値とした

CTOD45FEM に対する比率で示している。参考のため，同図には式(解 2)による算定値 CTODWES1995 の

CTOD45FEMに対する比率も示している。式(解 3)は，厚さ 25 mm の試験片に対して決定したため，B=25 

mm～30 mm の範囲においては，CTOD 算定値，CTODWES2016は CTOD45FEMに一致しているが，厚さが

大きい場合には過大評価，厚さが小さい場合には過小評価となる。 

 

解説図 9－(解 3)式を用いた場合の CTOD 算定値の CTOD45FEMに対する比率と試験片厚さの関係 

これを補正するために，式(解 3)に示した厚さ B=25 mm における塑性項補正係数 fpに厚さ補正関数

F(B)を乗じることとした。解説図 10 は，B=5 mm～200 mm，RY=0.6～0.98 の範囲で FEM 解から求め

た塑性項補正係数 fp と式(解 3)から算定される fp@B=25mm の比率を試験片厚さに対して示したものであ

る。図では，各 RYにおいて CTOD45FEM=0.1 mm～0.2 mm の範囲の fpの平均値を用いてプロットしてい

る。これらのプロットを近似し，厚さ補正関数 F(B)とした。最終的に塑性項補正係数 fp は，解説図 8

の近似式〔式(解 3)〕と解説図 10 の近似式 F(B)の積で表され，降伏比 RY と厚さ B の関数として取り

扱うこととした〔式(8)〕。 
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以上の手法によって決定した式(6)〔使用パラメータは式(7)，式(8)〕は，解説図 11 に示すように，

幅広い材料の降伏比，幅広い試験片厚さに対して非常に高い精度で CTOD を算定することができる。

解説図 7 で fpを決定する CTOD 範囲を 0.1 mm～0.2 mm としたが，解説図 11 によると 0.1 mm 以下で

も式(6)が有効に機能していることが確認できる。 

 

解説図 10－B=5 mm～200 mm, RY=0.6～0.9 の範囲で FEM 解から求めた fpと式

(解 3)から算定される fp@B=25mmの比率の試験片厚さに対する関係 

 

a) RY=0.6, B=10 mm        b) RY=0.6, B=75 mm      c) RY=0.6, B=200 mm 
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d) RY=0.9, B=10 mm        e) RY=0.9, B=75 mm       f) RY=0.9, B=200 mm 

解説図 11－FEM 解析に基づく CTOD と(7-2)式による CTOD 算定値の関係 

 

d) 式(6)の検討範囲 式(6)は RY=0.6 から RY=0.98 までの材料を想定し，厚さ B=10 mm から B=200 mm ま

での FEM 解析結果をもとに設定した。それぞれの FEM 解析で CTOD45FEM が 0.2 mm までの変形レベ

ルまでを式(6)決定上の対象とした。実際の CTOD 評価においては，CTOD が 0.2 mm を超える範囲で

は安定亀裂が先行することが多く，FEM解を基礎とする式決定に支障を来すためである。これらの RY，

試験片厚さ，変形レベルの範囲において，式(6)が有効に機能することを確認している。 

式(6)の塑性項は，実際の亀裂先端の鈍化形状が湾曲しており，そこで決めた 45°法 CTOD，

CTOD45FEM が塑性ヒンジモデルによる推定値よりも小さくなることを，fp を用いて補正するものであ

る。この考え方において，fp は fp ≦ 1 となるべき値であるが，式(8)では，例えば RY=0.8 の場合には

B ＜ 23 mm で fp ＞ 1 となる。これは，弾性項の設定に際して 2 次元平面ひずみ BLM を用いたのに

対して，3 次元モデルでは試験片厚さが薄い場合に平面応力的な変形となり，算定式における弾性項

とのミスマッチを塑性項で補正したことによる。fp ＞ 1 となる状況は，式(6)の基本理念からは矛盾す

るが，解説図 11 a), d)に示したように，式(6)による CTOD 算定値と参照値である CTOD45FEMとの対応

性が良好に保たれていることから，式(6)の適用可能試験片厚さに対しては敢えて下限値を設定しなか

った。解説図 11 に示した式(6)による CTOD 算定値と CTOD45FEMとの対応関係は CTOD=0.2 mm，B=200 

mm まで確認している。 

式(6)は FEM 解析結果を基に決定したが，解説図 12 に示すように，負荷中の三点曲げ試験片の亀裂

先端に歯科用シリコンゴム印象剤を注入する手法で実測した 45°法 CTOD，CTOD45SRC（文献 3）と

の対応も確認している。解説図 12 では，B×B 断面の曲げ試験片，a0/W=0.2, 0.3 の試験片の結果も含

んでおり，式(6)が標準試験片形状以外においても妥当な結果を与えることを一部確認している。 

 

解説図 12－歯科用シリコンゴム印象剤による実測 CTOD と式(6)による CTOD 算定値の関係 

 

e) 従来の CTOD 算定値との関係 解説図 13 は多くの CTOD 試験結果（文献 19）に対して，従来の算定

式(解 2)で評価した限界 CTOD，c,u_WES1995 と式(6)で評価した限界 CTOD，c,u_WES2016 の関係をその比
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率で示したものである。加工硬化の大きな低 RY 材料において式(解 2)は過大な評価値を与えていたた

め，RY=0.6～0.7 の範囲の材料において式(6)による限界 CTOD は保守的な値となる。一方，RY=0.7～

0.9 の範囲の材料においては，従来の算定式と評価値はほとんど等しく，実質的に違いを生じない。RY 

＞ 0.9 の材料においては，式(6)は従来の算定式よりやや大きめの限界 CTOD を与える傾向にある。こ

れは解説図 11 中の破線で示した従来の算定式(解 2)による CTOD 算定値が，高 RY 材料の特に試験片

厚さが小さい場合に，CTOD45FEMより過小な評価となっていることに起因している。 

解説図 13 に示したように，旧来の CTOD 算定式（WES 1108:1995）を用いた既存の CTOD 試験結

果は本規格における CTOD 算定値と相違を生じることがある。解説図 14 は異なる厚さ，異なる RY の

下で FEM により算定した CTODWES2016〔式(6)〕の CTODWES1995〔式(解 2)〕に対する比率を示したもの

である。これらは，旧来の CTOD 算定値，CTODWES1995の補正に用いることができる。 

 

解説図 13－式(解 2)による CTOD 算定値と式(6)による CTOD 算定値の関係 

 

a) CTODWES1995レベル：0.05 mm     b) CTODWES1995レベル：0.10 mm 
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c) CTODWES1995レベル：0.15 mm     d) CTODWES1995レベル：0.20 mm 

解説図 14－CTODWES2016〔式(6)〕の CTODWES1995〔式(解 2)〕に対する比率 

 

7.3 降伏応力，引張強さの温度依存性（7.2.3） 

CTOD 試験結果を用いて限界 CTOD（c, u, m）を決定する際には，試験温度における下降伏応力（Y）

及び降伏比 RY（=Y/T）が必要となる。これらの値は，CTOD 試験を実施する温度と同じ温度で引張試験

を実施して取得することが望ましいが，温度依存性推定式を用いて，室温の引張試験結果から計算した値

も用いることができる。 

a) WES 2808:2017 の推定式 WES 2808（文献 6）では，素材及び予ひずみ材の，温度及びひずみ速度に

依存した，降伏応力及び引張強さの推定式を提示している。ここでは，素材（予ひずみなし）の推定

式について解説する。 

鉄鋼材料の降伏応力の逆数はひずみ速度に依存することが知られており，温度に対してアレニウス

型の依存性を示すことも知られている。ひずみ速度と温度が降伏応力に対して及ぼす影響を等価に評

価するためのパラメータとしてひずみ速度・温度パラメータ（Strain rate-Temperature Parameter）RSTが

提案されている（文献 20，21）。 

WES 2808 では，強度（降伏応力，引張強さ）がアレニウス型の温度依存性に従うこと，強度のひず

み速度及び温度への依存性が RST で同時に表すことができることを利用し，鋼材の静的・室温の強度

から任意のひずみ速度𝑒ሶ・温度 T における強度の推定式を実験的に検討した。その結果，次式を提案し

ている。 

引張強さが 400 N/mm2～590 N/mm2級鋼の場合 

σYሺeሶ ,Tሻ=σY0 exp ቈ0.234 ቀ
σY0

E
ቁ

-1.5
ቊ

1

ሺT+273ሻ ln൫108/eሶ ൯
-

1

293 ln൫108/eሶ ൯
ቋ቉  ꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏ (解 4) 

σYሺeሶ ,Tሻ=σT0 exp ቈ0.234 ቀ
σT0

E
ቁ

-1.5
ቊ

1

ሺT+273ሻ ln൫109/eሶ ൯
-

1

293 ln൫109/eሶ ൯
ቋ቉  ꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏ (解 5) 

引張強さが 780 N/mm2級鋼の場合 

σYሺeሶ ,Tሻ=σY0 exp ቈ2.93 ቀ
σY0

E
ቁ

-1.1
ቊ

1

ሺT+273ሻ ln൫108/eሶ ൯
-

1

293 ln൫108/eሶ ൯
ቋ቉  ꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏ (解 6) 

σYሺeሶ ,Tሻ=σT0 exp ቈ2.93 ቀ
σT0

E
ቁ

-1.1
ቊ

1

ሺT+273ሻ ln൫109/eሶ ൯
-

1

293 ln൫109/eሶ ൯
ቋ቉  ꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏ (解 7) 
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ここで，Y0及びT0は室温(=20 ℃)，ひずみ速度𝑒ሶ(=10-4/s)における素材の下降伏応力及び引張強さ， 

Y(𝑒ሶ,T)及びT(𝑒ሶ,T)は温度 T℃，ひずみ速度𝑒ሶにおける素材の下降伏応力及び引張強さである。 

式(解 4)から式(解 7)に𝑒ሶ=𝑒ሶ0(=10-4/s，静的ひずみ速度)を代入すると，式(13)から式(16)が得られる。た

だし，式(解 4)から式(解 7)の決定に用いた実験結果の温度範囲を基に，式(13)から式(16)の適用範囲は

試験温度 T が-100 ℃から室温の間とした。また，降伏応力，引張強さの温度依存性が炭素鋼と異なる

9%Ni 添加低温用鋼は適用から除外した。 

b) 硬さ(HV)からの推定式 ISO 15653（文献 8）では，室温の降伏応力及び引張強度をビッカース硬さで

推定する方法と，降伏応力の温度依存性を推定する方法が記載されている。 

ビッカース硬さ HV（圧入荷重 98 N）から室温の降伏応力を推定するには，式(解 8)及び式(解 9)を

用いる。降伏応力の推定方法は，母材と溶接金属に分類されている。 

母材： 

σY0=3.28∙HV-221   ሺ160 < HV < 495ሻ  ꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏ (解 8) 

溶接金属： 

σY0=2.35∙HV+62   ሺ170 < HV < 330ሻ  ꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏ (解 9) 

また，室温の引張強さは式(解 10)，式(解 11)を用いる。引張強さの推定式は，硬さで分類されてい

るが，母材と溶接金属で同じ式を用いる。 

母材： 

σT0=3.3∙HV-8   ሺ100 < HV < 400ሻ  ꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏ (解 10) 

溶接金属： 

σT0=3.0∙HV+22.1   ሺ170 < HV < 330ሻ  ꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏ (解 11) 

降伏応力の温度依存性を推定するには，式(解 12)を用いる。 

σY=σY0+
105

491+1.8T
-189  ꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏ (解 12) 

Yは温度 T℃における降伏応力，Y0は室温における降伏応力である。ただし，これら HV からの推

定式の適用は C-Mn 鋼に限定される。 

c) 弾性率の温度依存性 弾性率の温度依存性は強くはないが，低炭素鋼の実測結果によると，室温での

値に比較して，-60 ℃で 2.5 %程度，-196 ℃で 5 %程度上昇することが報告されている（文献 22）。 
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